
　

長
寿
（
後
期
高
齢
者
）
医
療
制

度
の
被
保
険
者
で
、
住
民
税
非
課

税
世
帯
の
方
は
、
入
院
時
の
一
部

負
担
金
の
限
度
額
適
用
と
食
事
代

を
減
額
す
る
た
め
の
「
限
度
額
適

用
・
標
準
負
担
額
減
額
認
定
証
」

（
以
下
、「
減
額
認
定
証
」）
の
交

付
を
受
け
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

入
院
時
に
減
額
認
定
証
を
提
示
し

な
け
れ
ば
所
得
区
分
が
「
一
般
」

の
負
担
額
と
な
り
ま
す
。

長
寿(

後
期
高
齢
者)

医
療
制
度

被
保
険
者
の
方
へ
４
つ
の
お
知
ら
せ
で
す

平
成
21
年
８
月
か
ら
被
保
険
者
証
が
切
り
替
わ
り
ま
す

一
部
負
担
金
の
限
度
額
適
用
と
食
事
代
を
減
額
す
る
制
度
が
あ
り
ま
す

医
療
費
の
自
己
負
担
割
合
や

自
己
負
担
限
度
額
が
変
わ
る

こ
と
が
あ
り
ま
す

長
寿
医
療
制
度
の
保
険
料

軽
減
措
置
に
つ
い
て

保
険
料
の
滞
納
が
な
い
方

郵
送
に
よ
る
切
替
え

　

新
し
い
被
保
険
者
証
を
７
月

下
旬
ま
で
に
簡
易
書
留
で
郵
送

し
ま
す
。

保
険
料
の
滞
納
が
あ
る
方

市
役
所
窓
口
で
切
替
え

　

切
り
替
え
の
際
に
は
、納
付
相

談
が
必
要
で
す
。

　

滞
納
等
が
あ
る
被
保
険
者
に

は
、ハ
ガ
キ
又
は
封
書
を
郵
送
し

ま
す
。

　

必
ず
７
月
31
日
ま
で
に
切
替

え
の
手
続
を
行
っ
て
く
だ
さ
い
。

　

切
替
え
手
続
の
窓
口
は
次
ペ

ー
ジ
下
部
記
載
の「
受
付
窓
口
」

を
参
照
く
だ
さ
い
。

※被保険者証の色は
　変わりません

限度額適用・標準
負担額減額認定証

　

８
月
か
ら
は
、
医
療
機
関
の
窓

口
に
新
し
い
被
保
険
者
証
を
提
示

し
て
く
だ
さ
い
。

　

被
保
険
者
証
が
届
い
た
ら
、
住

所
、
氏
名
、
一
部
負
担
金
の
割
合

を
ご
確
認
く
だ
さ
い
。

認
定
証
交
付
の
対
象

低
所
得
者
Ⅰ　

世
帯
員
の
全
員
が

住
民
税
非
課
税
で
、
そ
の
世
帯
の

各
種
所
得
が
必
要
経
費
・
控
除
を

差
し
引
い
た
と
き
０
円
と
な
る
方

（
年
金
所
得
は
控
除
額
を 

80
万
円

と
し
て
計
算
し
ま
す
。）

低
所
得
者
Ⅱ　

世
帯
員
の
全
員
が

住
民
税
非
課
税
の
方
（「
低
所
得

者
Ⅰ
」
に
該
当
す
る
方
を
除
く
。）

申
請
方
法

　

該
当
す
る
と
思
わ
れ
る
方
は
、

「
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

額
認
定
証
」
の
交
付
を
申
請
し
て

く
だ
さ
い
。
申
請
手
続
の
窓
口
は

次
ペ
ー
ジ
下
部
記
載
の
「
受
付
窓

口
」
を
参
照
く
だ
さ
い
。
申
請
に

必
要
な
物
は
次
の
と
お
り
で
す
。

①
後
期
高
齢
者
医
療
被
保
険
者
証

②
被
保
険
者
本
人
の
印
鑑

③
代
理
の
方
が
申
請
す
る
と
き

は
、
代
理
の
方
の
印
鑑
、
代
理
の

方
の
本
人
確
認
が
で
き
る
も
の

（
運
転
免
許
証
な
ど
）

減
額
認
定
証
を
お
持
ち
の
方
へ

　

現
在
お
持
ち
の
減
額
認
定
証
の

有
効
期
限
は
平
成
21
年
７
月
31
日

で
す
。
有
効
期
限
が
過
ぎ
る
と
使

用
で
き
ま
せ
ん
の
で
、
更
新
手
続

が
必
要
で
す
。
所
得
の
変
動
に
よ

り
、
低
所
得
者
Ⅰ
・
Ⅱ
に
該
当
し

な
く
な
っ
た
方
に
は
交
付
で
き
ま

せ
ん
の
で
、
更
新
手
続
を
行
う
前

に
所
得
状
況
を
確
認
し
て
く
だ
さ

い
。

表１　入院時における所得区分別の自己負担限度額

所得区分 備考

減額認定の
対象外

世帯単位の
自己負担限度額（月額）

食事代の標準負担額
（１食あたり）

低所得者Ⅰ

低所得者Ⅱ

一般

現役並み
所得者

15,000円

24,600円

44,400円

100円

210円

160円

260円

260円

減額認定
証を提示
した場合

90日までの
入院

過去12ヶ月
以内で90日
を越える入
院（長期入
院該当）

80,100円
＋

(医療費－267,000円)×１％

所得の状況 減額の内容

　

同
一
世
帯
に
住
民
税
の
課
税
所

得
が 

１
４
５
万
円
以
上
の
長
寿

（
後
期
高
齢
者
）
医
療
制
度
の
被

保
険
者
が
い
る
場
合
、
こ
の
所
得

区
分
を
「
現
役
並
み
所
得
者
」
と

い
い
、
負
担
割
合
は
３
割
と
な
り

ま
す
。
し
か
し
、
同
一
世
帯
の
70

歳
以
上
の
方
と
長
寿
医
療
制
度
の

被
保
険
者
の
収
入
の
合
計
が
表
２

に
示
す
金
額
の
場
合
、「
後
期
高

齢
者
医
療
基
準
収
入
額
適
用
申

請
」
を
行
う
こ
と
で
所
得
区
分
が

「
一
般
」
の
区
分
と
同
様
と
な
り
、

負
担
割
合
は
１
割
と
な
り
ま
す
。

自
己
負
担
限
度
額
に
つ
い
て
は
、

右
ペ
ー
ジ
の
表
１
を
ご
参
照
く
だ

さ
い
。

表２　負担割合が１割となる対象

２人以上いる世帯

１人の世帯 383万円未満

520万円未満

収入の合計額

申
請
方
法

　

該
当
す
る
被
保
険
者
の
方
に

は
、
被
保
険
者
証
切
替
え
の
際
に

「
後
期
高
齢
者
医
療
基
準
収
入
額

適
用
申
請
の
お
知
ら
せ
」
及
び
「
後

期
高
齢
者
医
療
基
準
収
入
額
適
用

申
請
書
」
を
同
封
し
て
郵
送
し
ま

す
。
申
請
手
続
の
窓
口
は
本
ペ
ー

ジ
下
部
記
載
の
「
受
付
窓
口
」
を

参
照
く
だ
さ
い
。

　

申
請
し
た
月
の
翌
月
初
日
か
ら

適
用
さ
れ
ま
す
。

　

保
険
料
は
、
被
保
険
者
全
員
が

等
し
く
負
担
す
る
「
均
等
割
額
」

と
被
保
険
者
の
所
得
に
応
じ
て
負

担
す
る
「
所
得
割
額
」
の
合
計
に

な
り
ま
す
。

　

平
成
21
年
度
に
お
い
て
は
、
従

来
の
保
険
料
軽
減
措
置
（
均
等
割

額
の
７
割
、
５
割
又
は
２
割
を
軽

減
す
る
措
置
）
に
加
え
、
次
の
表

３
の
軽
減
措
置
を
行
い
ま
す
。

保険料

均等割額
48,440円

所得割額
所得－33万円

(基礎控除額)×8.80％

＝

＋

　

７
月
初
旬
に
発
送
す
る
「
後
期

高
齢
者
医
療
保
険
料
納
付
通
知

書
」（
冊
子
）
の
２
枚
目
に
つ
づ

ら
れ
て
い
る
「
後
期
高
齢
者
医
療

保
険
料
決
定
通
知
書
」
に
軽
減
額

等
が
記
載
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、

ご
確
認
く
だ
さ
い
。

表３　所得の状況に伴う保険料の軽減割合

世帯内の｢長寿医療制度の被保険者全員｣と「世
帯主」の所得金額の合計額が33万円以下の方

均等割額が
8.5 割軽減

長寿医療制度に加入する直前は、「会社などの健
康保険の被扶養者」であった方

均等割額が
９割軽減

年金収入が153万円以上 211万円以下の方
※給与収入等がある場合でも、控除後の所得が
　91万円以下である場合は対象となります。

所得割額が
５割軽減

上記の所得状況の方のうち、世帯内の「長寿医
療制度の被保険者全員」が、年金収入 80 万円
以下で、ほかの所得がない世帯の方
※給与収入等がある場合でも、控除後の所得が
　０円である場合です。

均等割額が
９割軽減

受
付
場
所

　

国
民
健
康
保
険
課　

庶
務
係

　
　
　
　

 

（
浦
添
市
役
所
１
階
）

受
付
期
間
（
土
、日
、祝
日
を
除
く
）

①
被
保
険
者
証
の
切
替
え

　
　

７
月
７
日
〜
７
月
31
日

②
限
度
額
適
用
・
標
準
負
担
額
減

　

額
認
定
証

　

更
新
す
る
方

　
　

７
月
１
日
〜
8
月
31
日

　

新
規
の
方

　
　

随
時
申
請
で
き
ま
す
。

　
　

申
請
し
た
月
の
初
日
か
ら
適

　
　

用
さ
れ
ま
す
。

受
付
時
間

　

午
前
８
時
30
分
〜
11
時
30
分

　

午
後
１
時
〜
４
時
30
分

問
い
合
わ
せ

　

☎
８
７
６
―
１
２
３
４

　
（
内
線
３
７
１
２
・
３
７
２
７
）

受
付
窓
口

自己負担割合が据置きとなりました！
　医療制度改革により、平成21年４月から
窓口での負担割合が２割となることとされ
ていましたが、経過措置の延長により平成
22年３月末まで自己負担割合が１割（現役
並み所得者は３割）に据え置かれます。
　また、支払っていただく医療費の１カ月
当たりの限度額についても従前のまま据
え置かれます。

問い合わせ
　国民健康保険課　保険税第１係
　☎８７６－１２３４（内線3723）

70歳以上の方及び長
寿医療制度の被保険
者の人数

①③

④

②

新
し
い
被
保
険
者
証
の

有
効
期
限
は

平
成
22
年
７
月
31
日

と
な
り
ま
す

国民健康保険加入者で
70歳以上75歳未満の方へ

（5）広報うらそえ　2009年7月1日 2009年7月1日　広報うらそえ（4）


